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確率推計による将来人口推計  

の不確実性の評価について  

石 井  太  

Ⅰ はじめに  

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）」では，推  

計手法として「コーホート要因法」が用いられている（国立社会保障・人口問題研究所  

2002）．これは，人口のコーホート変動要因である，出生率，死亡率（生残率），人口移動  

（国際人口移動），ならびに出生性比に関して仮定を設定し，これらのコーホート変動要  

因に従って人口を変化させる決定論的な推計である．平成14年推計では，出生率仮定を  

「高位・中位・低位」の3通り設定し，仮定の変動に起因する人口推計結果の「不確実性」  

（uncertainty）を表現している．このように複数の仮定を設定する方法は，人口推計結果  

の不確実性を表現する有力な方法の一つであるが，一方で，この方法では単に複数の推計  

結果が提示されるだけであり，複数の推計結果がそれぞれ起こりうる確率や，推計結果の  

信頼区間などが示されていないという指摘もある．本研究では，確率推計による将来人口  

推計の不確実性の評価について，平成14年1月推計をベースとしたシミュレーションを実  

行して検討を行った．  

Ⅱ 人口推計モデルと確率推計  

1．確率推計の位置づけ   

本研究においては，人口推計における確率推計として，以下の2種類を区別して考える  

こととする．   

A．推計に内在する誤差などに起因する推計結果の不確実性を示す確率推計   

B．マイクロシミュレーションなど推計過程に確率的プロセスを持つ確率推計  

Aは推計における基礎データ・モデルなどが持つ誤差に起因して推計結果に揺らぎが生  

じることを表現する確率推計であり，推計結果の不確実性を信頼区間の表示などにより表  
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現することを目的とするものである．一方，Bは，推計過程に決定論的でない確率性を導  

入する事により，例えば，平均値でしか表されていない推計結果に対してその分布を示す  

ことなどを目的とするものである．   

Aに関する先行研究としては，Lutz et al．（1998），Lee（1998），Lee and Carter  

（1992）など多くのものが挙げられる．また，わが国における研究としては，年金財政を  

検討する目的から確率推計を将来人口推計に応用した研究として，鈴木［等］（2003），北  

村・中嶋（2004）などがある他，結婚と出生に関する同時方程式モデルを構築することに  

より，確率的手法に基づいた出生率将来推計を行った加藤（2005）などを先行研究として  

挙げることができる．   

一方，Bに関する確率推計の一例がマイクロシミュレーションである．一定の範開でま  

とめられた，集団における特性値の平均しか推計できないマクロシミュレーションに対し，  

個別に履歴を作っていくことにより特性値の分布などの推計を行うことができる点がマイ  

クロシミュレーションを用いる利点である．将来人口推計に関連するわが国での先行研究  

の例として，世帯推計に応用したInagaki（2005），府川（2005），基礎年金の被保険者期  

間推計に応用した石井（2000）などを近年のものとして挙げることができる．マイクロシ  

ミュレーションを用いることにより，マクロシミュレーションでは示すことが難しかった  

特性値に関する情報を提供することが可能となる．   

また，人口問題研究所での先行研究の例として，昭和55～58年特別研究「出生力の生物  

人口学的分析」（厚生省人口問題研究所1984）では，出生力決定に影響を及ぼす人口学的，  

生物統計学的要因との関連に関するモデルを構築し，マイクロシミュレーションによって  

出生力と諸要因の関係を把握する研究が行われている．また，平成元～3年度特別研究  

「家族形成モデルの開発と応用に関する研究」（厚生省人口問題研究所1990）では，婚姻  

過程やパリティ別出生率などをモデルに取り入れたマイクロシミュレーションによる出生  

率予測モデルの構築が試みられており，このような試みは決定論的な将来人口推計の際の  

仮定設定の検討にも有用なものと考えられる．   

このような有効性をもつマイクロシミュレーションであるが，デメリットとしてシミュ  

レーションに必要となる遷移確率などの基礎となるデータの作成が困難なことが多い点が  

挙げられる．しかしながら，近年，縦断調査などこれらの遷移確率を得ることに適した統  

計調査なども実施されるようになってきていることから，マイクロシミュレーションのさ  

らなる活用の可能性も広がってきているといえる．   

本研究では，以下，Aの確率推計を中心として論じることとする．  

2．不確実性の発生源とその評価方法   

人口推計モデルにおいて，不確実性を確率推計として示す研究は数多く存在し，確率推  

計の位置づけに関しても研究がなされてきている．本稿ではまずLee（1998）を基礎とし  

て，人口推計の不確実性へのアプローチについてまとめる．   

Lee（1998）は，人口推計における不確実性の発生源として以下の8点を挙げている．  
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1．プロセス分岐の不確実性   

2．経時的変化   

3．データの正確性   

4．モデル特性   

5．パラメータ推定   

6．将来の政策決定   

7．社会の構造変化   

8．カタストロフ   

さらにLee（1998）では人口推計モデルに内在するこれらの不確実性の取扱いについて  

以下のように述べており，本研究が対象とする平成14年推計の出生率・生命表仮定に関す  

る不確実性においても，これと概ね同様の取扱いをすることが考え方の基礎にある．「1．  

プロセス分岐の不確実性」「8．カタストロフ」については推計モデルの対象外の問題で  

ある．「6．将来の政策決定」「7．社会の構造変化」については，推計期間内における保  

健・福祉水準の変化などは実績の死亡率データ等が内包しており，それに対応する分は既  

に推計モデルに反映されているといえる．ただし，今後の変化度合が異なる可能性もあり，  

その不確実性はなお存在する．「4．モデル特性」については，モデルの説明力とモデル  

選択の問題がある．モデルの説明力については，過去のデータと完全に適合をしているわ  

けではなく，将来についてもその不確実性は存在する．また，モデル選択に関しては，選  

択した時点でそれ以外の可能性は表現されないため，モデル選択の誤りに基づく不確実性  

は存在する．「5．パラメータ推定」についても，推定を行った時点でそれ以外の可能性  

は表現しえないため，不確実性は存在する．「2．経時的変化」は6・7と関係する部分  

もあるが，今後の経時的変化の不確実性は過去の変動以上のものは存在するといえる．  

「3．データの正確性」については，例えば生命表モデルに関してはデータソースが完全  

生命表及び簡易生命表であることから大きな影響はないと考えてよい一方，出生モデルの  

推計に出生動向基本調査などの標本調査を用いるような場合にはその影響に関する考慮が  

必要な問題となろう．   

また，予測誤差の評価にあたっては，誤差間の相関も考慮が必要な問題である．Lee  

（1998）は，年齢間の予測誤差は完全な相関，出生率・死亡率・人口移動の予測誤差は無  

相関と考えてよいが，予測誤差の時系列間の相関には慎重な検討が必要としている．   

次に，不確実性の表現方法については，平成14年推計でも用いられた「高位一中位一低  

位」のようなシナリオベースの表現方法，種々の専門家の意見を並列することによる表現  

方法などがあるが，それらは必ずしも不確実性を確率的には表現していない。推計結果の  

信頼区間などの確率的表現を行うためには確率推計が必要となる．この確率推計の手法に  

ついては，過去の推計結果を分析するExPostAnalysisで得られるものを利用する方法  

や，Lutzetal．（1998）などによる専門家調査結果から仮定数値の分布を作ってそれを利  

用するもの，生命表推計のLee－Carter法（LeeandCarter1992）で行われているよう  

な時系列分析を応用する方法など，幾つもの方法が研究されている．  
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本研究で検討する確率推計については，先ほど挙げられた種々の不確実性要因に対する  

取扱いを基礎としつつも，それぞれの要因を個々に取り扱うのではなく，専門家の予測の  

不確実性がこれらの不確実性を全体として表現していると考えて各種前提の確率分布を設  

定し，平成14年1月推計をベースとしたシミュレーションを実行するものである．  

3．シミュレーションの全体像   

本研究では，コーホート要因法による将来人口推計の前提のうち，出生率仮定・生残率  

仮定について確率的に仮定設定を行い，これに基づくシミュレーションを実行して将来人  

口推計結果の信頼区間などを作成する確率推計を行う．各前提に用いる分布やそれに従う  

仮定値の設定方法などについては後に詳細に述べるが，ここではまず，シミュレーション  

の全体像について述べる．   

図1は本研究で行ったシミュレーションの全体像を表したものである．大きい四角で囲  

われているのが，繰り返しにおける1回のプロセスを表し，これを複数回（た回）実行し  

てた組の将来人口推計結果を作成する．本研究ではこのプロセスを1000回（た＝1000）実  

行した．   

次にプロセス内部について述べる．まず，一番上の点線で囲まれた部分に示されている  

ように，推計期間である2000～2050年の男女別平均寿命とTFRを乱数を用いて発生させ  

る．このとき，発生する平均寿命及びTFRは後述する専門家調査の予測分布に従うもの  

とし，かつ，プロセス内では一定の時系列相関を持つようにする．これらの具体的方法論  

については4節，5節でより詳しく述べる．   

次に，発生させた平均寿命・TFRを，5節で述べる方法を用いて，年次別，年齢別生  

残率・出生率へと変換する．国際人口移動仮定・出生性比は平成14年推計の前提を固定し  

て用いることとすると，これによりコーホート要因法による将来人口推計を行うための前  

提が1組整うこととなる．そこで，これらの前提に基づき，コーホート要因法により将来  

人口推計を実行して2000～2050年の性別・年齢別総人口を得る．したがって，これらをた  

回線り返すことにより，た組の将来人口推計結果が得られることとなるわけである．   

シミュレーションの全体像は以上に述べた通りであるが，以下では，シミュレーション  

に用いられた平均寿命やTFRの予測分布や仮定値の設定方法などについてより詳細に述  

べることとする．  
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図1 シミュレーションの全体像  
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4．専門家調査の予測値の分布   

本研究では，専門家の予測の不確実性として，「少子化に関する専門家調査」に基づく  

専門家全体の予測値の分布を用いることとした（守泉2004）．同調査では，2050年におけ  

る男女別平均寿命の予測値，2025年における合計特殊出生率の予測値が調査されている．  

平均寿命の予測値の分布を示したものが，図2，図3の実線のグラフである．  

図2 平均寿命の予測値の分布（男）  図3 平均寿命の予測値の分布（女）  
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比較のため，同じ図に専門家の予測と同一の平均，標準偏差を持つ正規分布を点線で示  

した．これによると，専門家調査の予測値は平均値を概ね中心として左右に分布している  

ものの，同一標準偏差の正規分布と比較した場合，平均値の周辺により集中した分布となっ  

ているのがわかる．従って，確率推計に用いる平均寿命の分布については，同一平均・同  

一変動係数の正規分布を用いるよりも専門家調査の予測値の分布を用いる方が好ましいと  

考えられるが，一方で専門家調査の予測値はサンプルサイズがそれほど大きくないことも  

あり，そのまま用いると推計結果が不安定になることから，平滑化などが必要と考えられ  

る．そこで，本研究においては，正規分布をカーネル関数としたカーネル密度推定を行っ  

て得た分布を推計に用いることとした．カーネル密度推定とは，得られたサンプルの値  

（ェ1，エ2…，∬”）から，確率密度関数′（ェ）を，   

′（ェ）＝立至1方（誓）  

により推定するものである（ジェフリー1999）．ただし，方（ェ）：カーネル関数は，ここ  

では標準正規分布の確率密度関数とする．ここで，力はバンド幅と呼ばれる．力について  

は，推定の対象となる分布が正規分布に近い場合，αを標準偏差として，   

力。＝（意）‡α  
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とするものがよく用いられる．しかしながら，今回の平均寿命に関する専門家調査の予測  

値の分布は正規分布とは形状が大きく異なっており，このバンド幅を用いた推定では平滑  

化後の分布のスムーズさにやや問題が見られたことから，力＝2／王0を用いることとした．  

平滑化後の密度関数推定結果を示したものが，図4，図5である．   

図4 平均寿命の予測値の分布（平滑化後・男）   図5 平均寿命の予測値の分布（平滑化後・女）  
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次に，2025年のTFRの予測値の分布を示したものが，図6の実線のグラフである．平  

均寿命のものと同様に，同一の平均，標準偏差を持つ正規分布を点線で示している．TFR  

についても平均寿命の分布と同様，正規分布をカーネル関数としたカーネル密度推定を行っ  

たが，TFRの予測値の分布は比較的正規分布に近いことから，バンド幅力については，  

力＝力。とした．平滑化後の密度関数推定結果を示したものが，図7である．  

図7 TFRの予測値の分布（平滑化後）   
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これらについて，平滑前後における分布の特性値の変動を見たものが表1である．これ  

によれば，どの分布についても平滑化によりやや変動係数が増大しているが，本研究では  

平滑後の分布を専門家の予測値の分布の仮定値として利用することとした．  

表1 予測値の分布の特性値  

平均寿命（男）   平滑化前   平均値   79．29  

標準偏差   2．59  

変動係数   3．27％  

平滑化後   平均値   79．13  

標準偏差   2．77  

変動係数   3．50％   

平均寿命（女）   平滑化前  平均値   86．15  

標準偏差   2．48  

変動係数   2．87％  

平滑化後   平均値   85．99  

標準偏差   2．66  

変動係数   3．10％   

TFR   平滑化前   平均値   1．38  

標準偏差   0．16  

変動係数   11．46％  

平滑化後   平均値   1．38  

標準偏差   0．17  

変動係数   12，30％  

なお，以下では，これら専門家調査の予測値の分布について，その分布関数・密度関数・  

平均値・変動係数を，  

瑠（ご），ぷ鍔（∬），β竃温，C－；岩g訂 （2050年平均寿命・男）   

鴎（∬），名言藍（∬），β雲蕊。，の㍊ （2050年平均寿命・女）   

標（∬），孟紆（∬），β諾，ビ巧諾R（2025年m）   

で表すこととする．  

5．確率推計における各種前提の設定   

次に，確率推計における各種前提の設定方法について述べる．   

我々は，前節で述べた専門家調査の予測値分布を利用して，2050年までの各年における  

生命表及び年齢別出生率に関する確率的な仮定をおく必要がある．そこで，以下のような  

基本的考え方の下にこれを実行する．  

1．各年における平均寿命・TFRの分布は，専門家調査による予測分布に平均・変動   

係数の線形変換のみを施したものとする  
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2．各年における分布の平均値は，平均寿命は平成14年推計，TFRは平成14年推計の   

中位推計に一致  

3．各年における分布の変動係数は，年次間で線形補間を行うことにより設定  

4．各年における年齢別死亡率・出生率は，平均寿命・TFRにあわせて設定  

5．年次間における分布の相関は，平均寿命・TFRの過去の実績値の自己相関係数を   

用いて設定   

なお，国際人口移動に関しては専門家調査の結果がないため，本研究では確率的な前提  

設定を行わず，平成14年推計の仮定値を固定して用いることとした．   

さて，平均寿命については，先述の専門家調査の予測分布が2050年における分布となる  

ため，2000年の変動係数を0として2050年の変動係数との間で線形補間を行い，各年の平  

均寿命の変動係数を設定する．具体的には，Cl乞町（♯＝∽ ，／）を乃年の平均寿命の変動係  

数とすると，  

Ct乞gO●＝（乃－2000）／50・Cl与岩昌；  

となる．これにより，〃㌘■を平成14年推計の乃年の平均寿命として，乃年の平均寿命の分  

布関数は，  

酌）＝鷲0・ 
（  

・〟㌘■・Cl乞gO■＋〟㌘●  
／盲∴イl二∴∴   

となる．   

これらの平均寿命の変動に対応し，年齢別死亡率などの生命関数を得るため，平成14年  

推計における2050年将来生命表の中央死亡率∽ェを基礎とし，一0．1≦c≦0．1（0．01刻み）  

であるcに対し，  

∂；＝（1＋c）∂0   

log〝‡；＝んlog〝1ご  

となるんを求めた．このcとんの関係が2050年以外の年にも成立すると仮定すれば，平  

均寿命の変動に対応した各年の年齢別中央死亡率を得ることができ，従って生命関数を作  

成することが可能となる．   

次に問題となるのは，年次間における分布の相関である．前章において，Lee（1998）  

では年次間の相関について慎重な検討が必要であることが指摘されていたことを述べた．  

そこでこの取扱いについて次に述べる．   

一般に年次間の相関については，  

1．年次間の分布が完全に独立であるケース  

2．年次間の分布が完全に相関しているケース  
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の2ケースを対極的なものとして考えることができる．このうち，1のケースでは各年の  

仮定値の分布の標準偏差が仮にロであり，乃年間の推計を行ったとした場合，平均的な仮  

定値の分布の標準偏差はロ／ヤ甘に減少してしまうこととなり，確率的な仮定値の変動を小  

さく見る危険性がある．一方，2のケースでは平均的な仮定値の分布の標準偏差はロとな  

り，変動を過小に評価することはない．このため，専門家調査の分布を用いる場合には2  

のケースのような仮定設定により確率推計を実行することが多い．   

しかしながら，この方法では仮定値の時系列での動きが大きい制限を受けることとなり，  

多様な時系列変動を仮定値として含むことが許容されない．マルコフ連鎖などにより仮定  

値を逐次的に発生させるとこの問題は克服できるが，各年次における仮定値の分布に専門  

家調査などの情報を用いることが難しい（Lee1998）．   

そこで，本研究では専門家調査による予測値の分布情報を活用しつつ，各年次間の時系  

列に一定の相関を持たせる観点から，以下のような手法を用いて確率推計を実施した．   

一般に， ズ．，ズ2，‥・ ，Ⅹ柁：確率変数，ダ（ェ1，エ2，‥・，エ乃）：連続同時分布関数，  

Pl，F；，‥・，FL：連続周辺分布の間に，以下のSklarIstheoremが成立することが知られ  

ている（Nelsen2006）．  

定理（Skler）旦，ろ，‥・，鳥：連続周辺分布をもつ乃変量連続同時分布関数をダとした  

とき，関数Cがuniqueに存在して以下を満たす．  

Pr（ズ1≦エ1，‥・，ざ乃≦ェ乃）＝ダ（Jl，エ2，‥・，エ乃）＝C（ろ（ェ1），（ろ（ェ2），‥・，且（ェれ））  

この関数Cはコピュラと呼ばれ，周辺分布と同時分布の関係を示すものであり，金融  

実務等で利用されている（戸坂・吉羽2005）．これにはいくつかの典型的なものが知られ  

ているが，本研究では以下に述べる正規コピュラを用いた．   

正規コピュラとは，ズ1，ズ2，‥・，＿‰：確率変数とし，相関行列∑を持つ乃変量標準正  

規分布の分布関数を¢乃（Jl，エ2，‥・，エ乃；∑）としたとき，周辺分布は1変量正規分布であ  

ることから，1変量標準正規分布の分布関数を01（x）と書けば，SklarlstheoremからC：  

コピュラが存在して，  

jケ（ズ1≦Jl，‥・，＿‰≦ェ乃）＝¢ゎ（ェ1，エ2，‥・，エゎ；∑）  

＝C（¢1（ェ1），¢2（ェ2），・‥，¢乃（エ乃））  

を満たす．これを正規コピュラと呼ぶ．   

本研究では，この正規コピュラにより時系列間の分布に相関を持たせることとした．具  

体的には以下の手順によった．  
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1．相関行列∑の51変量正規分布に従う乱数  

（gl，‥・，Z51）   

を発生  

2．各変数を標準正規分布の分布関数¢1（ご）を用いて変換し，  

（¢1（gl），‥・，¢1（g51））   

を得る  

3．これに各年の平均寿命分布関数の逆関数を作用させ，   

（塩‾1（¢1（zl）），・‥，塩1（¢1（z5．）））   

として各年の平均寿命を得る  

ここで，相関行列∑は，  

1β p2  
0
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－
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β
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β
一
 
 

β 1  

β2 β  

β
．
1
 
 

∑＝  

β50／）49／）48…1  

とし，βは，1948～2004年の男女別平均寿命の前年との自己相関係数とした ゎ＝0．99681  

（男），0．99662（女））．この相関行列は，周辺分布毎に逆変換を施して得た多変量正規分  

布がAR（1）モデルに一致することを意味する．   

なお，ここで一点注意が必要であるのは，この自己相関係数は正確にはこの多変量正規  

分布における二変数間の相関係数であって，平均寿命の時系列において1年差を取った自  

己相関係数とは異なることである．しかしながら，予測値の周辺分布とは異なり，変数間  

の相関については線形関係に概ね近い関係がある限り大きく異なるものとはならない．実  

際に，上に述べた相関係数を持つ2変量正規分布から，2変量の平均寿命への変換を行う  

シミュレーションを10，000回実行し，相関係数を計算したところ，変換後の相関係数は，  

〆＝0．99624（男），0．99629（女）となり，変換前と概ね同じ値となっていることが確認  

できた．従って，本研究ではこのような方法により確率推計を行うことで適切な結果が得  

られると考えられるが，予測値の分布が多峰性を持つ場合など，正規分布から予測値の分  

布への変換が相関係数に影響を及ぼす恐れがあると考えられる場合には，別途検討が必要  

となる場合もあるので注意が必要である．   

出生率についても概ね同様の手順によるが，TFRについては専門家調査の予測値の分  

布が2025年であることから，C鴨mを光年のTFRの変動係数とし，   

Cl乞mニ （た－2000）／25・ビ巧諾だ   

として設定を行った．年齢別出生率は，各年次において出生率の年齢パターンを固定し，  
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TFRの変動率をそのまま年齢別出生率の変動率とした．また，相関係数行列に用いるp  

は，1947～2004年のTFRの前年との自己相関係数とした ゎ＝0．97725）．なお，平均寿  

命で確認したのと同様に，変換後の相関係数のシミュレーション（10，000回）を行うとp’＝  

0．97671と，やはり概ね変換前と同じ値であることが確認できた．  

Ⅲ 推計結果  

1．前提   

前章で述べたシミュレーションの全体像及び各種仮定設定法に従って，将来人口推計を  

繰り返し（1000回）実施するシミュレーションを行った．本章ではそれらの推計結果につ  

いて述べることとする．   

表2は，各仮定値の平成14年推計における値と行ったシミュレーションの分布の特性値，  

設定に使用した専門家調査による分布（平滑化後）を比較したものである．この表から，  

シミュレーション結果の分布の平均値は概ね平成14年推計のものに一致しているとともに，  

変動係数も設定に用いた専門家調査と概ね一致しており，確率的な仮定設定が適切に行わ  

れていることが確認できる．  

表2 各種前提とシミュレーション結果の比較  

年   次  2000  2005  2010   2015  2020  2025  2030  2035  2040  2045  2050  

77．64  78，11  78．62  79．05  79．43  79．76  80．06  80，32  80．55  80．76  80．95   

（男）  Simulation  平均値  77．64  7臥10  78，61  79．05  79．43  79，77  80．07  80，34  80．58  80．80  80．97  
標準偏差  0．00  0．29  0，57  0．85  1．14  1．39  1．72  2．02  2．35  乙73  3．05  
変動係数  0．00％  0．37％  0．72％  1．07％  1．44％  1．75％  2．15％  2．51％  2．92％  3．37％  3．77％  

79。13  

専門家調査 （平滑化後）  2．77  

変動係数  3．50％   

84．62  85．20  85．90  86．51  87．05  87，52  87．93  88．31  88．64  88．94  89，22  
平均寿命 （女）  平成14年推計                           Simulation  平均値  84．62  85．21  85．92  86．54  87．09  87．56  87．99  88．38  88．73  89．02  89．31  

標準偏差  0．00  0．28  0・56  0．83  1．09  1，35  1．62  1．86  2．16  2・40  2．68  
変動係数  0．00％  0．33％  0．65％  0．95％  1．25％  1．54％  1．84％  2．11％  2．43％  2．69％  3．00％  

専門家調査  85．99  

（平滑化後）  2．66  

変動係数  3．10％   

TFR   平成14年推計  中位   1．36  1．31  1．32  1．35  1．38  1．38  1，38  1．39  1．39  1．39  1．39  
高位   1．36  1．39  1．48  1．56  1．61  1．62  1．62  1．63  1．63  1，63  1．63  
低位   1．36  1．22  1．14  1．12  1．11  1．11  1．10  1．10  1．10  1．10  1．10  

Simulatioll  平均値   1．36  1．31  1．32  1・35  1．37  1，38  1．39  1．39  1，39  1．391，39  
標準偏差  0．00  0，03  0．07  0．10  0．14  0．17  0．21  0．25  0．27  0．30  0．34  

変動係数  0．00％  2．54％  4．97％  7．34％  10．04％  12．47％  14．82％  17．71％  19．50％  21．90％  24．48％  
1．38  

専門家調査 （平滑化後）  平均値                          標準偏差  0－17  

変動係数  12．30％  
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次に，各仮定値ごとに，シミュレーション結果の分布を示す．   

図8，図9は，各年における平均寿命∂。の90％，95％信頼区間及び分布の平均値・中  

央値を表したものである．  

図9 各年における平均寿命β0の信海区間等（女）   

平均寿命（年）  

図8 各年における平均寿命β0の信顔区間等（男）   

平均寿命（年）  
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これらの図によれば，2050年における平均寿命の信頼区間は，男では95％信頼区間は  

［75．1，87．1］と11．9年の幅となっている．一方，女では，95％信頼区間は［83．5，94．2］  

と10．7年の幅となっている．   

これらについては，各年毎には専門家調査の分布を線形変換したもの有用いているため，  

正規分布とは異なる分布となっている．5年毎の分布を示したものが図10，図11，その拡  

大図について示したものが図12，図13である．特に男子の分布においては専門家調査の分  

布が非対称となっていることがシミュレーション結果に反映されていることが確認できる．  

図10 各年における平均寿命βqの分布（男）  図‖ 各年における平均寿命β○の分布（女）  
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図12 各年における平均寿命β○の分布（男・拡大図）  国13 各年における平均寿命β○の分布（女・拡大図）   
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図14 平均寿命∂0の軌跡（男）  
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図15 平均寿命∂。の軌跡（女）  
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時系列間の相関状況を確認するため，いく  

つかのシミュレーション結果の軌跡を例示し  

たものが，図14，図15である．これによれば，  

平均寿命に関しては自己相関係数が高いこと  

から，一旦高い値をとると，その後も概ね高  

い軌跡を措くなどの傾向を持つものとなって  

いるが，一方で，完全な相関を持ったものに  

比べ，より自申度が高く多様な軌跡を含みう  

るシミュレーション結果となっていることが  

分かる．   

次に，TFRについても同様のものを見て  

みることとする．図16は，各年における  

図16 各年におけるTFRの信頼区間等  

■1、ドド   

2．2  

ご  
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1  

0，8  
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TFRの90％，95％信頼区間及び分布の平均値・中央値を表したものである．  
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2050年における合計特殊出生率の信頼区間は，95％信頼区間が［0．72，2．11］と1，39の  

幅となっている．平成14年推計における2050年における低位推計，高位推計のTFRがそ  

れぞれ1．10，1．63であることから，95％信頼区間は両者の幅より大きいものとなっている  

ことが分かる．5年毎の分布を示したものが図17，その拡大図について示したものが図18  

である．  

図17 各年におけるTFRの分布  図18 各年におけるTFRの分布（拡大図）  
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また，時系列間の相関状況を確認するため，  

いくつかのシミュレーション結果の軌跡を例  

示したものが，図19である．TFRに関して T簑  

図19 ■「FRの軌跡  

は平均寿命に比べ自己相関係数が低いため，  

より自由度が高い軌跡を含むシミュレーショ  

ン結果となっている．  

2．総人口・年齢別人口割合の推計結果   
1・4   

次にこれらの前提に基づいて人口推計を行っ 12  

た結果について示す．まず，総人口と年齢別 】  

人口割合について，5年毎の95％信頼区間及。．8  
2000 2005 2DlO 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050  

西暦（年）  び分布の標準偏差・変動係数を中位推計結果  

と比較したものが表3である．絵人口につい  

ては，90％，平均値，中央値と併せたものを図20に示している．   

これによれば，2050年の95％信頼区間は［8984万人，11224万人］となっている．この  

シミュレーションにおいては生命表の前提も変動させていることから単純な比較はできな  

いものの，平成14年推計の2050年における総人口は，低位推計で9203万人，高位推計で  

10825万人となっており，この95％信頼区間は両者の幅より大きいものとなっている．ま  

た，変動係数を見ると，2025年では1．4％であるのに対して，2050年は5．3％となっており，  
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表3 総人口・年齢別人口割合の推計結果  

年   次  2000  2005  2010  2015  2020  2025  2030  2035  2040  2045  205（）   

総人口（万人）   中位推計結果  12，693  12，771  12，747  12，627  12，411  12，114  11，758  11，360  10，934  10，496  10，059  

95％上限  12，693  12，788  12，810  12，755  12，627  12，436  12，209  11，982  11，731  11，462  11，224  

95％下限  12，693  12，752  12，682  12，492  12，184  11，795  11，322  10，791  10，220  9，614  8，984  

標準偏差   0  9  32  68  113  165  226  294  369  450  536  

変動係数   0．000  0．001  0．003  0．005  0．009  0．014  0．019  0．026  0．034  0．043  0．053   

年少人口割合  

（14歳以下割合）   0．146  0．140  0．138  0．136  0．134  0．132  0．133  0．135  0．142  0．145  0．149  

95％下限   0．146  0．138  0．130  0．121  0．110  0．101   0月92  0．086  0．081  lo．077  0．068  
標準偏差   0．000  0．001  0．002  0．004  0．006  0．008  0．010  0．012  0．015  0．017  0．020  

変動係数   0．000  10．004  0．014  0．031  0．051  0．071  0．091  0．113  0．136  0．159  0．184   

生産年齢人口割合  

（15～64歳割合）   0．681  0．663  0．644  0．618  0．609  0．608  0．606  0．595  0．575  0．564  0．559  

95％下限 0．681  0．662  0．638  0．606  0．591  0．586  0．578  0．563  0．539  ．0・523  0．511  

標準偏差   0．000  0．000  0．001  0．003  0．005  0．006  0．007  0．008  0．009  0・010  0．012  

変動係数   0．000  0．001  0．002  0．005  0．008  0．010  0．012  0．014  0．016  0。019  0．022   
老年人口割合  

（65歳以上割合）   0．174  0．199  0．227  0．263  0．285  0．297  0．310  0．330  0．359  0．381  0．399  

95％下限   0．174  0．198  0．224  0．256  0．272  0．277  0．282  0．291  0．307  0．315  0．316  

準偏差   0．000  0．000  0．001  0．002  0．003  0．005  0，007  0．010  0．013  0．017  0．021  

変動係数   0．000  0．001  0．004  0．007  0．012  0．018  0．025  0．032  0．039  0．048  0．058   

推計期間後半での不確実性の増大が大きくな  

ることが分かる．   

一方，年齢別人口割合はそれぞれで異なっ  

た動きが観察される．年少人口割合について  

は，出生率仮定の変動の影響を受け，2050年  

の95％信頼区間は［6．8％，14．9％］，変動係  

数は18．4％とかなり大きいものとなっており，  

図20 総人口の推計結果の信頼区間   

総人口ぐ人J  

xlO七  

1．3  

125  

1．2  

1l▲■  

11  

年少人口割合の推計結果自体を重視する場合 川5  

には一定の留意が必要といえよう．しかしな 1  

がら，中位推計における年少人口割合は2050  

年に10．8％まで減少することから，標準偏差  

では2％ポイントに留まっているともいえる．  
2仙020052DlO201＝D2D20252030203520402045 

，   

生産年齢人口割合については，これらの3  

区分の中では最も安定した結果といえる．2050年での95％信頼区間は［51．1％，55．9％］，  

標準偏差は1．2％ポイント，変動係数では2．2％であり，生命表仮定や出生率仮定の変動に  

よる不確実性が他の年齢別人口割合に比較すると大きくないとの結果が得られた．   

一方，高齢化率を示す老年人口割合については，90％，平均値，中央値と併せたものも  

図21に示したが，年少人口割合ほどではないものの生産年齢人口割合に比べると不確実性  

は大きいといえる．2050年における95％信頼区間は［31，6％，39．9％］であり，標準偏差  

は2．1％ポイント，変動係数では5．8％である．また，総人口同様，推計期間後半での不確  
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実性の増大が大きいといえる．  図21高齢イヒ率の推計結果の信頼区間   

これらの結果から分かるように，将来人口 細化率  
0．4  

推計結果の不確実性は，対象とする人口変数  

や，年齢階級，年次によって異なった様相を。。5  

見せており，確率推計による不確実性の評価  

を参考にすることにより，推計結果の活用に  
03  

対する見方が広がるといえよう．  

3．生命表・出生率仮定のそれぞれを変化さ D2  

せた場合の推計結果  

前節では生命表・出生率仮定を同時に確率  2000 2005 201D 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050  

西暦（年：・  

的に設定することによりシミュレーションを  

行ったが，それぞれの仮定の一つだけを確率的に設定した場合，将来人口推計結果がどの  

ような影響を受けるかについても評価を行った．総人口と高齢化率について，その95％信  

頼区間と中位推計の結果を図に示したものが図22，図23である．  

図23 高齢化率の推計結果の信頼区間   

高齢化率  

図22 総人口の推計結果の信頼区間   
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西暦（年）  

総人口について，出生率仮定のみ変動させた場合の95％信頼区間は［9158万人，10987  

万人］であり，これは平成14年推計における低位推計，高位推計の幅よりやや大きいもの  

との結果となった．また，生命表仮定のみ変動させた場合の95％信頼区間は［9595万人，  

10518万人］であり，出生率仮定のみ変動させたものよりやや小さい幅を示した．   

また，高齢化率については，出生率仮定のみ変動させた場合の95％信頼区間は［32・6％，  

39．2％］，生命表仮定のみ変動させた場合の95％信頼区間は［33．4％，37．9％］となった・  
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4．総人口がピークとなる年次   

平成14年推計において，今後，わが国の人口が継続的な人口減少時代を迎えることが示  

されたことから，わが国の総人口が実際にいつから減少に転じるかが一般的にも注目され  

てきた．しかしながら，総人口が増加から減少に転じることは人口学的には一定の過程の  

中で捉えられるべきものであり，「総人口のピーク年次」を将来人口推計から特定するこ  

とには人口学的な意味がそれほど大きいとは考えられない．また，推定したとしてもその  

推計結果の不確実性が高いため，かなり困難な問題でもある．これは，ピーク年次の推定  

が，総人口の時間微分による導関数の零点を求める操作に相当することに起因するもので  

あるが，その不確実性の高さを一般的にわかりやすく示す試みはこれまで必ずしも多く行  

われてきたとはいえない面がある．   

そこで，前提となる生命表や出生率を確率的に変動させた場合に，将来人口推計におけ  

る総人口のピーク年次がどのような分布となるかを推計し，その不確実性について評価を  

行った．平成14年推計の中位推計で総人口がピークとなる年次は2006年であるが，今回の  

確率推計を用いたシミュレーションによる総人口のピー  

ク年次の分布は表4のとおりである．これによれば総人  

口が2006年にピークとなる確率は41．1％と約4割でしか  

なく，ピーク年次を将来推計人口を用いて推定すること  

の困難さが現れているといえよう．なお，今回のシミュ  

レーションでは国際人口移動については確率的な仮定設  

定を行っていないため，国際人口移動の動向が人口のピー  

ク年次に与える影響をも考慮した場合，ピーク年次の不  

確実性はさらに高いものとなる可能性があることに注意  

が必要である．  

表4 総人口がピークとなる年次  

総人口の   
ピーク年次   

構成割合  

2004   1．2％   

2005   14．8％   

2006   41，1％   

2007   26，5％   

2008   11．1％   

2009   3．8％   

2010－   1．5％  

100．0％   

ⅠⅤ おわりに  

本研究では，専門家調査による予測値の分布を用い，平成14年推計に確率推計を適用す  

ることにより，将来人口推計結果の不確実性に関する評価を試みた．本研究で提案した手  

法は，決定論的に行われた既存の推計結果を基本としつつ，確率的な前提として各年次に  

対して任意の分布を設定することが可能であり，さらに，一定の時系列相関も表現するこ  

とができるものである．このため，公式推計が行われた後で，その結果を中心とし，独立  

に専門家調査の結果を利用して比較的簡明，かつ現実的な時系列軌跡を持つ前提設定を行  

うことができるという利点がある．   

また，本研究においては，実行したシミュレーション結果を用い，総人口，年齢別構成  

割合等の信頼区間の推定を行った．これらの結果によれば，将来人口推計結果の不確実性  

は年齢・年次によって異なった様相を見せており，確率推計による不確実性の評価を参考  

にすることによって，推計結果の活用に対する見方が広がることが示された．また，船人  
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口のピーク年次の推定についてはその不確実性が高いことを一般的にもわかりやすく示す  

ことができるなど，応用面での活用の可能性も明らかとなり，本研究による手法を利用し  

て，将来人口推計結果を確率的に評価することの有用性が示されたものと考える．  
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EvaluationoftheUncertaintiesofPopulationPrqjectionsby  

ProbabilisticApproach  

Futoshi IsHII 

Intheofncial”PopulationprqjectionforJapan（2002）”bytheNationalInstituteofPopulation  

and SocialSecurityResearch（IPSS），the deterministic approach was used，andthefertility  

assumpt10nSWerebasedonthreescenarios，high，mediumandlowvariant．Thisisoneapproachto  

PrOVidetheuncertaintiesofthepopulationprq】eCtion．Butinthisapproach，WeCannOtPreSentthe  

COn丘denceintervals ofthe results．Inthis study，We have used aprobabilistic approachand  

evaluatedtheunCertaintiesforpopulationpr可ection．   

Using probabilistic approach，the distributions ofthefertilityor mortalityassumPtions are  

needed．ThereareseveralmethodstoaccomplishthatuslngSuChas一’expostanalysis．’，‖expert  

OPlnions‖，■’timeseriesanalysisll，etC．Inthisstudy，Weusedthedistributionsof”expertoplnlOnS‖．  

‖Thesurveyaboutfutureprospectsoflowfertilityforexperts■一isperformedin2001．Inthissurvey，  

thelifeexpectanCy at birthin2050and the totalfertilityratesin2025are surveyed．These  

distributions（aftersmoothing）areusedasthose ofassumPtions．The distributions arelinearly  

transformed taking the same mean Values as ofncialpr可ection’s assumptions at2050（life  

expectanCy）or2025（TFR）・Inotherpoints，COefftientvariancesaresetbylinearinterpolations  

with2000as O，  

Itis essentialthatthetemporalcorrelationoferrorsforfertilityandmortality．Inthis study，  

temporalcorrelationsareexpressedusingnormalcopulas，Usingthismethod，thedistributionin  

everyyearistransformedexpertoplnions’oneandhascorrelationwithanOtheryear．   

Throughtheseprocesses，WeCaneStimatetheconfidenceintervalfortotalpopulationandtheage  

PrOPOrtions ofthe population，andthe distributionforthe yearthatglVeS aPeakofthe total  

POPulations．   

Theproposedmethodinthisstudyisprovedtobeusefulsincewecanuseitindependentlyafter  

Wehave鎖nishedwiththeofncialdeterministicprqleCtion．Andtheresultsthatwehavegothave  

Shownmanyadvantagesoftheprobabilisticapproach．  
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